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１．女性の活躍推進及び男女雇用機会  

   均等確保対策について 
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就業率 

潜在的労働力率 

就業希望者数(女
性)：303万人 
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女性雇用者数と女性の年齢階級別就業率①（実際の就業率と就業希望との差） 

○平成26年の女性雇用者数は2,436万人。雇用者総数に占める女性の割合は43.5％となっている。 
○女性の年齢階級別就業率はM字カーブを描いている。また、就業率と潜在的労働力率の差は大き
く、就業を希望する女性の数は303万人にのぼる。 

潜在的労働力率 ＝           

人口（15歳以上）   

就業者 ＋ 失業者＋就業希望者          

（資料出所）総務省「労働力調査」、「労働力調査（詳細集計）」 

（資料出所）総務省統計局「労働力調査」 

【女性の年齢階級別就業率と潜在的労働力率（2014年）】 【雇用者数の推移】 

*平成23 年統計については、平成17年国勢調査結果を基準（旧基準）とする推計人口をベンチマークとして、東日本大震災   
  の影響により３月から８月までを補完推計した参考値によって求めた値である。 
注）平成23年の数値（斜体）は、同補完推計値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値。 

○ 女性の活躍推進について 
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資料出所：総務省「労働力調査」、「労働力調査（詳細集計）」 

女性の年齢階級別就業率 

 女性の年齢階級別就業率②（過去の推移／諸外国との比較） 

○ 10年前と比較すると、いわゆる「M字」カーブの底を中心に、女性の就業率は大きく上昇 
○ しかしながら、先進諸国に比べるとM字カーブの傾向が顕著である。 

就業率（2013年）の国際比較 

資料出所：日本 総務省「労働力調査（基本集計）」（平成25年） 
       その他 ＯＥＣＤ Ｄａｔａｂａｓｅ“LFS by sex and age”       
注）アメリカ、イギリス、スウェーデンの「15～19」は「16～19」のデータ、  
  スウェーデンの「65～」は「65～74」のデータである。 

日本 
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 女性の年齢階級別就業率③（雇用形態別） 

○ 年齢階級別に女性の就業形態をみると、「正規の職員・従業員」は２５～２９歳がピークとなっている。 
○ 年齢別の就業率は、３５～３９歳を底に再び上昇していくが、パート・アルバイト等の非正規雇用が主と  
 なっていく。 

女性の年齢階級別就業形態 

（資料出所）総務省「平成２６年労働力調査（基本集計）」 

女性の役員を除く雇用者   
     ２,３５２万人 
 
 うち正規の職員・従業員 

１,０２０万人（４３．４％） 
 

 うち非正規の職員・従業員 
１,３３２万人（５６．６％） 
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継続就業の状況 
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（資料出所）国立社会保障・人口問題研究所 
        「第１４回出生動向基本調査（夫婦調査）」 
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（資料出所）厚生労働省 

        「第１回21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児）」 
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○ 約６割の女性が第１子出産を機に退職している。 

正規の職員
52.9% 

パート・派遣
18.0% 
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（資料出所）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「両立支援に係る諸問題に関する総合的調査研究」（平成20年） 
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わってしまい、やり
がいを感じられなく
なった（なりそうだっ
た） 

その他 特にない 

妊娠・出産前後に退職した理由 
（「これまでの退職経験」として、妊娠・出産前後に退職していた女性正社員） 

両立が難しかった具体的理由 
（「仕事を続けたかったが、 

仕事と育児の両立の難しさでやめた」と回答した者） 
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（％） 

妊娠・出産前後に退職した理由 
○妊娠・出産を機に退職した理由を見ると、「自発的に辞めた」が３９％、「両立が難しかったので
辞めた」が約２６％、「解雇された、退職勧奨された」が９％ 

○両立が難しかった理由として、勤務時間の問題、両立支援の雰囲気のなさを挙げる者が多い。 
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長時間労働者の割合（国際比較） 

○ 日本の長時間労働者の割合は国際的に見て高くなっている。 

○ 特に男性就業者の長時間労働者の割合が高いが、女性就業者の長時間労働者の割合も
他国の男性と同水準となっている。  

資料出所：JILPT「データブック国際労働比較2015」 

図：長時間労働者の割合（就業者） 

注：長時間とは、週49時間以上を指す。 
   アメリカは、休業者を除く従業者を対象。 
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○ 管理職に占める女性の割合は長期的には上昇傾向にあるが、国際的に見ると依然その水準は低い。 

役職別管理職に占める女性割合の推移（企業規模１００人以上） 

 管理職の女性比率 

管理的職業従事者に占める女性割合の国際比較 

資料出所：日本;総務省統計局「労働力調査」、 
   その他:（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較２０１５」       
  注１）日本の分類基準（ISCO-68）と日本以外の国の分類基準 
   （ISCO-88）が異なるので、単純比較は難しいことに留意が必要。 
   ２）ここでいう「管理職」は、管理的職業従事者（会社役員や 
      企業の課長相当職以上や管理的公務員等）をいう。 

   ３）割合は、管理的職業従事者のうち女性の占める割合。 
 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

（％） 

昭和 平成 

（年） 

7 



 
※①～③について大企業(301人以上)：義務／中小企業(300人以下)：努力義務  
① 自社の女性の活躍に関する状況把握・課題分析 
  

 

 
② 状況把握・課題分析を踏まえた行動計画の策定･届出･公表 
（指針に即した行動計画を策定・公表（労働者への周知含む）） 

 

 
 

 

③ 女性の活躍に関する情報公表 
 

 

 

④ 認定制度 
  

 
⑤ 履行確保措置 
  厚生労働大臣（都道府県労働局長）による報告徴収・助言指導・勧告 
 

    
 

✎ 状況把握の基礎項目（省令で規定） 

 ①女性採用比率 ②勤続年数男女差 ③労働時間の状況 ④女性管理職比率  

 ※選択項目についてさらに検討（例：非正規雇用から正規雇用への転換状況等） 

✎ 行動計画の必須記載事項 

 ▶目標（定量的目標）  ▶取組内容 ▶実施時期 ▶計画期間  

✎ 情報公表の項目 （※省令で規定） 
  女性の職業選択に資するよう、省令で定める情報(限定列挙)から事業主が適切
と考えるものを公表 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の概要 （民間事業主関係部分） 

 

▶ 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針を策定（閣議決定）。 
▶ 地方公共団体（都道府県、市町村）は、上記基本方針等を勘案して、当該区域内における推進計画を策定（努力義務）。 
                                     

１ 基本方針等 

２ 事業主行動計画等 
－行動計画策定指針（告示）－ 

▶ 国は、事業主行動計画の策定に関する指針を策定。 
 

✎認定基準は、業種毎・企業規模毎の特性等に配慮し、省令で規定 

▶ 女性の活躍のために解決すべき課題に対応する以下の項目に

関する効果的取組等を規定。 
 
▶ 各企業は、これらを参考に自社の課題解決に必要な取組を選

択し、行動計画を策定。 
 

 ● 女性の積極採用に関する取組 

 ● 配置・育成・教育訓練に関する取組 

 ● 継続就業に関する取組 

 ● 長時間労働是正など働き方の改革に向けた取組  

 ● 女性の積極登用・評価に関する取組 

 ● 雇用形態や職種の転換に関する取組(パート等から正規雇用

へ、 一般職から総合職へ等) 

 ● 女性の再雇用や中途採用に関する取組 

 ● 性別役割分担意識の見直し等 職場風土改革に関する取組 

▶地域において、女性活躍推進に係る取組に関する協議を行う「協議会」を組織することができることとする（任意）。 

▶原則、公布日施行（事業主行動計画の策定については、平成28年４月１日施行）。   ▶10年間の時限立法。 
 
 

                                     

３ その他（施行期日等） 

※ 衆議院による修正により、取組実施・目標達成の努力義務が追加 
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  女性の職場における活躍を推進する  女性活躍推進法が成立しました！ 
【３０１人以上の労働者を雇用する事業主の皆様へ】 
平成２８年４月１日までに①自社の女性の活躍状況の把握・課題分析、②行動計画の策定・届出、③情報公表などを行う必要があります。 

３０１人以上の労働者（※）を雇用する事業主の皆様は、以下のご準備をお願いします。 

※ 労働者には、パートや契約社員であっても、１年以上継続して雇用されているなど、事実上期間の定めなく雇用されている労働者も含まれます。また、３００人以下の事業主の皆様は努力義務となっています。 

 
次の女性の活躍状況（①～④：基礎項目）については必ず把握し、課題分析を行ってください。 

①採用者に占める女性比率  ②勤続年数の男女差  ③労働時間の状況  ④管理職に占める女性比率 

★女性の活躍状況の把握や課題分析のための支援ツールについては、年内に厚生労働省のホームページにおいて公表予定ですので、ぜひご活用ください！ 

（※１）そのほかの選択項目については、厚生労働省令で定めています。 

（※２）望ましい課題分析の手法については、行動計画策定指針で定めています。 

＜ステップ１＞ 

自社の女性の活躍状況を把握し（※１）、課題分析を行ってください（※２） 

 

ステップ１の結果を踏まえて、女性の活躍推進に向けた①行動計画の策定、②都道府県労働局への届出、③労働者への周知、④外部への公
表を行ってください。 

①行動計画には、(a)計画期間 (b)数値目標 (c)取組内容 (d)取組の実施時期を盛り込んでください。 

★女性の活躍状況に関する情報を一元的に集約したデータベースについては、来年２月頃厚生労働省のホームページにおいて公表予定ですので、行動計画の公表先として、ぜひご活用下
さい！ 

（※）労働者への周知方法、外部への公表方法については、厚生労働省令で定めています。 

（※）効果的な取組内容については、行動計画策定指針で定めています。 

 

優秀な人材の確保と企業の競争力向上につなげるため、自社の女性の活躍に関する情報を公表してください。 

★女性の活躍状況に関する情報を一元的に集約したデータベースについては、来年２月頃厚生労働省のホームページにおいて公表予定ですので、情報公表先として、ぜひご活用下さい！ 

（※）①採用者に占める女性比率、②勤続年数の男女差、③労働時間の状況、④管理職に占める女性比率のほかの公表項目、公表方法については、厚生労働省令で定めています。 

（※）公表項目はその中から、適切であると考える項目を一つ以上選んで公表してください。  

＜ステップ２＞ 

行動計画の策定、届出、社内周知、公表を行ってください 

＜ステップ３＞ 

自社の女性の活躍に関する情報を公表してください 

  

※ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 
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女性活躍に向けた課題 状況把握項目 情報公表項目 

採用 

・採用した労働者に占める女性労働者の割合（区） 
・男女別の採用における競争倍率（区） 
・労働者に占める女性労働者の割合（区)(派） 

・採用した労働者に占める女性労働者の割合(区) 

・男女別の採用における競争倍率（区） 
・労働者に占める女性労働者の割合（区）（派） 

配置・育成・教育訓練 

・男女別の配置の状況（区） 
・男女別の将来の人材育成を目的とした教育訓練の受講の状況（区） 
・管理職や男女の労働者の配置・育成・評価・昇進・性別役割分担意識その他の

職場風土等に関する意識(区)(派：性別役割分担意識など職場風土等に関する意識) 

継続就業・働き方改革 

 
・男女の平均継続勤務年数の差異（区） 
・10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別の継続雇用

割合（区） 
・男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（区） 
・男女別の職業生活と家庭生活との両立を支援するための制度（育児休業を除

く）の利用実績（区） 

・男女の平均継続勤務年数の差異 
・10事業年度前及びその前後の事業年度に採用され  
 た労働者の男女別の継続雇用割合 
・男女別の育児休業取得率（区） 

 
・男女別のフレックスタイム制、在宅勤務、テレワーク等の柔軟な働き方に資す  
 る制度の利用実績 
・労働者の各月ごとの平均残業時間数等の労働時間の状況 
・雇用管理区分ごとの労働者の各月ごとの平均残業時間等の労働時間の状況
（区)(派） 
 
・管理職の各月ごとの労働時間等の勤務状況 
・有給休暇取得率（区） 

・一月当たりの労働者の平均残業時間 
・雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの平均残 
 業時間（区)(派） 
・有給休暇取得率 

評価・登用 

・管理職に占める女性労働者の割合  
・各職階の労働者に占める女性労働者の割合及び役員に占める女性の割合 
・男女別の１つ上位の職階へ昇進した労働者の割合 
・男女の人事評価の結果における差異（区） 

・管理職に占める女性労働者の割合 
・係長級にある者に占める女性労働者の割合 
・役員に占める女性の割合 

職場風土・性別役割分担
意識 

・セクシュアルハラスメントに関する各種相談窓口への相談状況（区)(派）  

再チャレンジ 
（多様なキャリアコース） 

・男女別の職種又は雇用形態の転換の実績（区)(派）  
・男女別の再雇用又は中途採用の実績（区）  
・男女別の職種若しくは雇用形態の転換者、再雇用者又は中途採用者を管理職へ 
 登用した実績  
・男女別の非正社員のキャリアアップに向けた研修の受講の状況（区）  

・男女別の職種又は雇用形態の転換の実績(区)(派） 

・男女別の再雇用又は中途採用の実績 
 

取組の結果を図るための指標 ・男女の賃金の差異（区） 

（区）＝雇用管理区分ごとに把握（典型例：一般職／総合職／パート）   （派）＝派遣先においては派遣労働者も含めて把握  ＊太字下線は必ず把握すべき項目 
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女性活躍推進法に基づく認定制度 
 ○ 行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性の活躍推進に関する取組の実施状況等が優良な企業は､ 
   都道府県労働局への申請により、厚生労働大臣の認定を受けることができる。 
 ○ 認定を受けた企業は､厚生労働大臣が定める認定マークを商品などに付すことができる。  

１段階目 以下のいずれも満たすこと。 
○ 【別紙】に掲げる基準のうち１つ又は２つの基準を満たし、その実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表すること。 

○ 満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた当該基準に関連する取組を実施し、その取組の
実施状況について厚生労働省のウェブサイトに公表するとともに、２年以上連続してその実績が改善していること（※）。 

○ ★に掲げる基準を全て満たすこと。 

２段階目 以下のいずれも満たすこと。 
○ 【別紙】に掲げる基準のうち３つ又は４つの基準を満たし、その実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表すること。 

○ 満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた当該基準に関連する取組を実施し、その取組の
実施状況について厚生労働省のウェブサイトに公表するとともに、２年以上連続してその実績が改善していること（※）。 

○ ★に掲げる基準を全て満たすこと。 

３段階目 以下のいずれも満たすこと。 
○ 別紙に掲げる基準の全てを満たし、その実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表すること。 
○ ★に掲げる基準を全て満たすこと。 

※ 法施行前からの実績の推移を含めることは可能 【認定の段階】 

★【別紙】に掲げる基準以外のその他の基準 
○ 事業主行動計画策定指針に照らして適切な 
  一般事業主行動計画を定めたこと。 
○ 定めた一般事業主行動計画について、適切に 
  公表及び労働者の周知をしたこと。 
○ 法及び法に基づく命令その他関係法令に 
  違反する重大な事実がないこと。 

【認定マーク】 
１段階目 ２段階目 ３段階目 
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【別紙】女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準 

評価項目 基 準 値 （実績値） 

①採用 男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度（※）であること 
（※直近３事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率（女性の応募者数÷女性の採用者数）」×０．８が、直近３事業年
度の平均した「採用における男性の競争倍率（男性の応募者数÷男性の採用者数）」よりも雇用管理区分ごとにそれぞれ低いこ
と） 

②継続就業 ⅰ）「女性労働者の平均継続勤務年数÷男性労働者の平均継続勤務年数」が雇用管理区分ごと
にそれぞれ７割以上であること 
又は 

ⅱ）「10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された女性労働者のうち継続して雇用され
ている者の割合」÷「10事業年度前及びその前後に採用された男性労働者のうち継続して雇用さ
れている者の割合」が雇用管理区分ごとにそれぞれ８割以上であること 

③労働時間等の働き方 雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時間数の平均が、
直近の事業年度の各月ごとに全て４５時間未満であること 

④管理職比率 ⅰ）管理職に占める女性労働者の割合が別に定める産業ごとの平均値以上であること  
   （※産業大分類を基本に、過去３年間の平均値を毎年改訂。） 
又は 

ⅱ）直近３事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職階にある女性労働者のうち課長級に昇
進した女性労働者の割合」÷直近３事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職階にある男性
労働者のうち課長級に昇進した男性労働者の割合」が８割以上であること 

⑤多様なキャリアコース 直近の３事業年度に､以下について大企業については２項目以上（非正社員がいる場合は必ずAを含むこ

と）、中小企業については１項目以上の実績を有すること 
A 女性の非正社員から正社員への転換 
B  女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換 
C 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用 
D おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用 

注） 雇用管理区分ごとに算出する場合において、属する労働者数が全労働者数のおおむね1割程度に満たない雇用管理区分がある場合は､職務内容等に照らし、類
似の雇用管理区分とまとめて算出して差し支えないこと（雇用形態が異なる場合を除く。）。 12 


